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調剤薬局に期待される生産性の向上

CONTENTS Ⅰ　調剤薬局の市場構造
Ⅱ　環境変化と経営課題
Ⅲ　米国調剤薬局の特徴
Ⅳ　日本の調剤薬局におけるイノベーション仮説

1	 調剤薬局の市場規模は約４兆4000億円と推計されている。市場が本格的に広が
りをみせてから15年程度の歴史しかなく、これまで成長期にあったことで、小
規模の企業が多数存在する状況にある。

2	 これまでは順調に市場が拡大してきたが、今後の経営環境は悪化する傾向にあ
る。①調剤報酬の引き下げ、②後発品普及による薬価差益の縮小と在庫負担の
増加、③薬剤師の確保難、④病院の機能分化が進むことによる大病院の門前薬
局での集客減──などが予想されている。

3	 米国の調剤薬局も過去に同じような経営環境にあった。調合作業の機械化な
ど、各社が生産性の向上に努めることで、今では効率の高いチェーンオペレー
ションが行われている。

4	 日本の調剤薬局も将来を見据え、生産性の向上という視点に立った、本格的な
業務の効率化が求められる。法規制がチェーンストア形態の業務運営に即して
おらず難しい面もあるが、革新の方法としては、コア業務とノンコア業務を明
確にし、ノンコア業務の運営を本部一括型にするなどの取り組みが考えられ
る。

特集 ヘルスケア業界の規制動向と成長シナリオ

要約

松尾大輔
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Ⅰ	調剤薬局の市場構造

「調剤薬局」とは、医療機関が交付した処方
せんを患者より受け付け、その処方せんに従
い、患者に対して医療用医薬品や医療材料を
交付（販売）する業を営む者をいう注1。

1	 ３タイプのプレーヤー
調剤薬局は、医薬品の販売および国で定め

られた手数料（調剤報酬）を収入源としてい
る。全国の調剤薬局の市場規模は、日本保険
薬局協会の発表によると、2005年度の時点で
４兆4000億円と推計（『日刊薬業』2006年12
月19日）されており、処方せんのいらない一
般用医薬品（7000億円）や医薬部外品（１兆
1000億円）の市場規模をしのいでいる。

調剤薬局は主に３タイプのプレーヤーに分
類される。

１つは調剤専門チェーンと呼ばれるもので
ある。多くは、病院や診療所のすぐ近くに店
舗を構え、処方せんの受け付けと医薬品の交
付に特化した業務を行っている。

２つ目はドラッグストアである。処方せん
なしでも購入できる医薬品や化粧品、食品、
雑貨などの幅広い品揃えを有し、店舗のなか
に処方せんの受付コーナーを併設した形態が
一般的である注２。

最後は、いわゆる「パパママ薬局」といわ
れる、チェーン化されていない個人経営の薬
局である。

2	 寡占度の低い市場
実はこのチェーン化されていない小規模な

薬局（パパママ薬局）群が、上記３タイプの
なかで市場に占める割合が最も大きく、約７

割と推計される（図１）。
ただし、調剤専門チェーンであっても小規

模な事業者が多く、筆者の試算では、調剤専
門チェーンとドラッグストアを合わせた調剤
売り上げの上位５社の市場占有率は、わずか
５％程度である（図２）。

3	 低い寡占度の背景要因
小規模な企業が多数存在し、大手企業によ

る寡占度が低い背景として、大きく３点の要
因が挙げられる。

図1　調剤市場の構造
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図2　調剤薬局の市場構造

出所）『ドラッグマガジン』ドラッグマガジンより作成
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１点目は、業界の歴史の浅さと市場が成長
期にあったことである。

もともと日本では、薬は医療機関で処方・
交付されていたため、処方せんを持って薬局
へ薬を受け取りに行くという習慣がなかっ
た。これが抜本的に変わったのは、医療費の
抑制を目的とした「医薬分業」政策の導入後
である注3。

1974年の同政策の導入後、10数年間は処方
せん枚数の伸びが緩やかであったが、1990年
ごろから枚数の伸びが大きくなり始めた。こ
れに合わせ、処方せんを取り扱う受け皿とし
ての薬局数が増加した。ゆえに、市場規模が
約４兆4000億円であるにもかかわらず、市場
が本格的に立ち上がってからおよそ15年の歴
史しかないのである。

またこの間、調剤市場は一貫してプラス成
長を続けてきた。2005年度時点で、処方せん
枚数は６億4000万枚、分業率（外来の患者に
渡された処方せんの枚数全体に占める、薬局
が取り扱った処方せんの枚数の割合）は54％

である（図３）。
しかし足元では、成長の伸びがこれまでよ

り鈍くなっており、高成長から低成長へとシ
フトしつつある。これまでとは異なり今後
は、成熟業界に典型的に見られる、寡占化の
ための合従連衡の動きが広がるだろう。

２点目は、調剤業務の担い手が、薬剤師と
いう高い能力が必要な有資格者のみに限られ
ているという点である。

この特徴を有する業界、たとえば医師が属
する医療機関や、弁護士・税理士事務所など
は、一部でのみ組織化・大規模化の動きが見
られるが、一般に大手による寡占度は低い傾
向にある。

３点目として、許認可や規制の要因が挙げ
られる。詳しくは後述するが、薬局に関する
規制のなかにはチェーン化のメリットが働き
にくい制度が多い。

一例を挙げると、患者がこれまでに使用し
た薬の履歴管理をするために、薬局には「薬
歴簿」という管理台帳に記録すること、およ

出所）日本薬剤師会
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びこれを保存することが規制により義務づけ
られている。問題は、この薬歴簿の管理・保
管を、各店舗で行わなくてはいけないという
ところにある。そのため多くの薬局では、一
人ひとりの紙の薬歴簿を何千枚もストックし
ている。

チェーン薬局ならば、こうした管理・保管
は他店と共同で行うような仕組みも可能なは
ずであるが、上記の規制があるために各店で
行わざるをえないのである。

この例は規制のほんの一端である。このよ
うにチェーンの力を活用した業務の効率化効
果や、サービスの向上といったメリットを得
にくいことが、大規模な組織化が遅れている
要因の一つだと考えられる。

Ⅱ	環境変化と経営課題

調剤薬局はこれまで市場の拡大とともに成
長を続け、多数のプレーヤーが乱立してき
た。しかし、調剤薬局を取り巻く環境は大き
く変わろうとしており、新たな課題が顕在化
している。

1	 調剤報酬の減額と薬価引き下げ
第一に、医療費を抑制するため、調剤報酬

を減額する政策が進められていることであ
る。1970年代半ばから最近までは、医薬分業
を推し進めるため、医療機関と薬局の双方に
相応の手数料が入るような仕組みがとられて
きた。

しかし、2006年度の調剤報酬改定で実施さ
れた調剤基本料の引き下げをきっかけに政策
の転換が実施され、今後はさらに引き下げら
れると予想されている。

これは、調剤薬局にとって、患者１人当た
りの売り上げ単価が低下する要因となる。

2	 後発品の普及政策
第二に、薬の価格が安い「後発品（ジェネ

リック医薬品）」の普及政策がある。これも
医療費の抑制を目的としたものである。

すでに、価格の高い先発品の商品名で処方
されても、医師の署名捺印があれば薬局で後
発品に切り替えることのできる制度が始まっ
ている。

これをさらに進めて、医師の署名捺印がな
くても後発品に切り替えられるようにする仕
組みの検討が行われているほか、後発品を選
ばずに先発品を選ぶと健康保険が一部適用さ
れず、患者の自己負担が増加する仕組みの導
入も検討されている。

これらは、調剤薬局に２つの点で影響を及
ぼす。

まず、後発品は価格が安いため、調剤薬局
の得る差益の絶対額も少なくなる。このこと
はひいては、患者１人当たりの利益が縮小す
ることになる。

また、１つの薬剤に対して先発品と後発品
の両方を備蓄しておく必要が生じる。１つの
先発品に対して少なくて数社、多くて30社程
度が後発品を出すことがある。これらをすべ
て備えておく必要はないが、患者の要望に応
えるため、後発品をある程度、在庫として持
っておく必要がある。

このための在庫負担が、薬局の資金繰りや
費用面で負担となる。

3	 薬剤師の確保難
調剤業務は薬剤師以外には認められていな
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いため、調剤薬局にとって、薬剤師の確保は
生命線である。

ところが、薬剤師は確保難が続いている。
それならば、１人の薬剤師がより多くの処方
せんを扱えるようにすればよいのではない
か、という疑問が生じる。

しかし、ここにも規制が存在する。薬剤師
法などの定めにより、薬局は、１日の処方せ
ん40枚当たりに１人の薬剤師を配置すること
が義務づけられている。つまり多くの患者の
多くの処方せんを扱おうと思えば、それだけ
多くの薬剤師を確保しなければならないので

ある。
厚生労働省の薬剤師問題検討会が2002年に

行った「薬剤師需給の予測」によると、将来
的には薬剤師が余剰になるとの予測結果が出
ている。これを用いて薬剤師の確保難はいず
れ解消されると見る向きもある。

しかし、予測の前提を直近４年間の年間の
処方せん処理実績に基づいて試算してみる
と、結果は大きく変わり、薬剤師の確保難は
当分続くと考えることもできる（図４）。

特に小規模の薬局などは、薬剤師の確保が
楽になることはないと考えた方がよいのでは
ないか。

4	 病院の機能分化
調剤薬局の多くは、大学病院などの規模の

大きな病院の前に出店をすることで多くの患
者の集客を可能にしてきた。

しかし国の政策では、大学病院などには高
度な医療の提供により専念させ、小規模病院
や診療所との機能分化を徹底させる方向にあ
る。

この機能分化がよりいっそう進むと、大病
院は入院患者が中心になり、外来患者が減少
することになる。調剤薬局の収入は、病院の

図4　薬剤師需給の試算
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なかで薬を使用する入院患者がもたらすわけ
ではないため、少なくなる処方せんをめぐっ
て調剤薬局間の競争が激化することになるだ
ろう。したがって、これまで以上に効率的な
経営が求められる一方で、店舗のスクラップ
アンドビルドが機動的にできるよう、企業体
力の強化も必要となるだろう。

以上の環境変化と調剤薬局への影響を整理
すると図５のようになる。医療費削減の要請
から、患者１人当たりの売り上げは減少す
る。一方で後発品の在庫負担や薬剤師の人件
費といったコストは増加し、また、高度先進
医療に特化していく大病院の門前薬局では、
患者数そのものが減少してしまう。

Ⅲ	米国調剤薬局の特徴

ここで筆者の米国調査（2006年）をもと
に、米国の調剤薬局を概観することにする。

米国は日本と比較して、より進んだサービ
スを提供していること、および米国調剤薬局

の過去の経営環境は日本と相似していること
から、多くの示唆を得られる可能性が高い。

米国の調剤薬局市場は、ウォルグリーンな
ど全国規模の大手ドラッグストアが高い市場
占有率を獲得している。

調剤専業という業態はなく、ドラッグスト
アが調剤カウンターを併設しているタイプが
主流である。またウォルマート・ストアーズ
などのGMS（総合スーパーマーケット）も
調剤薬局を併設しているところが多く、ドラ
ッグストアと競合関係にある。その結果、チ
ェーン薬局に属さないパパママ薬局は、ごく
少数にまで減少してしまっている。

米国の調剤薬局では、日本と法制度や規制
が異なることもあり、患者に対してユニーク
なサービスが提供されている。たとえば、
365日24時間対応の処方せん無人受付機があ
ったり、薬の受け取り場所を自由に選ぶこと
ができたり、宅配してもらったりすることが
できる。そのほか、工場での集中調剤、処方
せんの電子化、薬剤供給を管理する会社、と

図6　米国の調剤薬局のユニークなサービス
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いったサービスがある（前ページの図６）。

1	 米国調剤薬局の高い生産性
患者に対するサービスについては、安全性

の確保などに鑑みれば、一概に優劣をつける
ことはできないかもしれない。しかし特筆す
べきは、米国の調剤薬局の生産性の高さであ
る。表１に示すように、薬局が１日に処理す
る処方せんの枚数は、日本が50枚程度である
のに比べて、米国では150枚と、３倍の量を
さばいてしまうのである。

また、患者１人当たりの収入と費用を比較

すると、米国は、競争が激しい分、収入も少
ないが、業務の効率化により経費率を低減
し、収益を確保していることがわかる。

この背景には、米国の高いチェーン化率お
よび企業規模、規模に見合った投資余力など
があると考えられる。

2	 高生産性の背景
しかし、米国の調剤薬局は昔からチェーン

化が進み、効率的な調剤業務を行ってきたわ
けではない。

図７に示すように、米国でも過去、薬学部
の６年制の導入注４をきっかけに、薬剤師不
足が深刻になった。また調剤報酬が引き下げ
られ、多くの薬局が減収に陥った。

これを契機に調剤薬局同士または異業種を
交えたM&A（企業合併・買収）が盛んに実
施された。当然ながらM&Aを行うだけでな
く、統合後はその効果を発揮すべく、以下の
ようなさまざまな業務革新が試みられた。

● 薬の調合に要する作業の機械による代替
の推進（バーコード管理、医薬品の自動

表1：日米調剤薬局の経営指標比較

日本 米国

薬局1店舗当たり処方せん枚数 50枚／日 150枚／日

薬剤師1人当たり売上高 3700万円／年 1億5500万円／年

経費率 25% 19%

収入に占める調剤報酬（手数料）の比率 20～30％ 6.6％

パパママ薬局の売上高市場占有率 約70％ 31.8％

出所）厚生労働省、日本薬剤師会、NACDS（全米チェーンドラッグストア協会）資料
　　　より作成

図7　米国の経営環境変化とイノベーション

注）M&A：企業合併・買収

【経営環境の変化】 【変化への対応戦略】 【イノベーション】
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付加価値拡大

生産性の追求
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規模の経済

バックヤード業務の
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新ビジネスモデル

プライマリーケアへの進出

大規模調剤設備導入および
セントラル調剤

契約条件の即時確認

処方せんの電子化

メールオーダー調剤

調剤報酬単価の低下 カウンセリング強化
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封入など）
● 医療保険の保険者に対する各種照会作業

の自動化・効率化の推進注５

● 医療機関とのやりとりを効率化するため
に処方せんの電子化の推進

これらはいずれも、より少ない薬剤師でよ
り多くの処方せんを取り扱うことができるよ
う創意工夫を凝らした結果、生まれてきた革
新であり、これにより薬局の生産性が高めら
れることになった。

3	 日本への示唆
米国の調剤薬局の背景要因は、現在の日本

とうり二つである。
第Ⅱ章の「環境変化と経営課題」で触れた

ように、現在の日本でも、調剤報酬の低下が
始まり、薬剤師の確保難（日本でも2006年度
より薬学部の６年制が始まった）の状況下に
ある。

米国の経験から得られる示唆は、日本にお
いても、調剤薬局は今後の環境変化を見据
え、生産性の向上を意識した取り組みを加速
させるべきである、ということではないだろ
うか。

同時に、生産性の効果を大きくするため、
ある程度の企業規模の確保も欠かせない。そ
れには経営の選択肢として、継続的なM&A
も挙げられよう。

Ⅳ	日本の調剤薬局における
	 イノベーション仮説

1	 個店主義の見直し
日本の薬局に対する規制や制度が、「薬局

は個店単位で運営される注6」という旧来の

発想で設計されているためか、調剤薬局の業
務も「個店主義」に支配されているところが
多いように思われる。

チェーン薬局でありながら、薬の仕入れや
商談を、本部ではなく各店舗で実施している
ところはいまだに多く、チェーンオペレーシ
ョンの効果を得られていない企業も少なくな
い。

情報システムについても各個店に閉じたも
のが多い。たとえば、在庫情報を共有して、
医薬品の過不足を店舗間で融通し合うといっ
たことや、全店の薬歴情報を分析して、顧客
への服薬指導の改善策を練る、というような
ことができている企業は少ない。

本部での一括仕入れや在庫情報の共有は原
価の低減に、薬歴情報の分析は服薬指導力の
向上を通じた売り上げの維持拡大に貢献す
る。

前述のように、薬歴簿の管理などに代表さ
れる各種法規制がパパママ薬局を前提として
いるかのようなものが多く残っているのも事
実ではあるが注７、個店主義を脱する試みが、
より広がってもよいのではないだろうか。

2	 コア業務とノンコア業務
生産性を飛躍的に高めるならば、「コア業

務への集中とノンコア業務のアウトソーシン
グ」という、他業界ですでに行われている発
想を調剤薬局に持ち込むことも考えられる。

次ページの図８は、調剤薬局の業務の流れ
を模式化したものだが、調剤薬局のコア業務
とは何であろうか。

筆者は以下の２つだと考えている。
①処方せん受け付け時に、過去の薬歴と処

方せんの内容を照らし合わせて、副作用
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の危険性がないかをチェックすること
（必要があれば医師に対して疑義照会も
行う）

②医薬品が適切に使用されるよう、患者に
対して指導を行い、相談に対しても適切
な対応を取ること（加えて、その履歴を
次回の指導時に活用される形で記録する
こと）

ではノンコア業務とは何であるのだろう
か。それは、薬の調合や封入、処方せん情報
などのシステムへの入力作業といったものに
なる。これらは機械やシステムで代替が可能
になるからである。

現状は、これらのノンコア業務に薬剤師の
多くの時間が消費されてしまっており、生産
性向上のカギはここにあると考えられる。

3	 イノベーションの方向性
これらノンコア業務を効率化することで生

産性を大幅に高めることはできないだろう
か。

たとえば、薬の調合や封入作業は、「セン
トラル化」、つまり各店舗で一から十までや
るのではなく、外食産業のセントラルキッチ
ンの仕組みのように、効率化できる部分につ
いては特定のセンターなどで実施し、薬剤師
はコア業務に集中するような仕組みは考えら
れないだろうか。

また、処方せんの受け付けと医薬品の交付
は同じ薬局でなくてもかまわないのではない
か。病院の近くに受け付け専用の窓口を設
け、受け取りは自宅近くの薬局で、というよ
うなサービスも考えられるのではないだろう
か注8。

システムへの入力作業の効率化について
は、医療機関とのデータ連携などが最も効率
的ではあるが、多くのプレーヤーを巻き込む
必要があるため、一朝一夕に進むものではな

図8　調剤薬局の業務の流れ

注）レセプト：診療報酬請求明細書
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い。これについては、米国でも100％普及が
進んでいるわけではない。ただし、米国では
薬剤師の業務と他のスタッフの業務を完全に
分けており、単純作業についてはスタッフが
行うことで生産性を高めている。

このように、日本においても米国と同様の
取り組みを行うことが考えられる。ただし、
これをうまく機能させるためには、店舗経営
の大規模化が求められる。

注

1	 そもそも薬事法では「薬局」のみが、調剤業務
を行うことができる（調剤業務を行うことがで
きない店舗は、「薬店」などと呼んで区別され
る）ため、薬局に「調剤」を付け加える意味合
いは低いが、ここでは一般的に使用されている

「調剤薬局」をそのまま使用することにする。
2	 調剤専業チェーンの店舗と同様、ドラッグスト

アの看板を出しながら、処方せんの受け付けに
特化した店舗もある。

3	 処方せんの発行主体と医薬品の薬歴管理および
服薬指導主体とを切り分けることで、医師と薬
剤師が相互牽制機能を果たし、医薬品を使用す
るうえでの安全性を高めることが最大の目的。
一方、薬の販売により得られる利益を医療機関
が得ることができると、医療機関には、薬を必
要量より多く処方するインセンティブが生じか
ねない。この仕組みを改める必要性もあった。

4	 薬剤師の資格を取るために必要な、大学卒業ま
での標準修業年限が、これまでの４年制から６
年制に変更された。

5	 米国では、処方せんの受け付けと同時に、保険
者に対し、「どのような保険に加入しているか」

	 の照会を行い、即時にその結果を受け取ってい
る。日本ではこのような仕組みがないため、請
求書を保険者に送った後に、退職や転居などで
保険資格がないなどの理由で支払いを拒絶され
ることが多発（年間数億件）している。

6	 これが悪いというわけではなく、日本の現実に
即していない面が多いということを指摘した
い。たとえば、ドイツなどの欧州諸国のなかに
は、薬局のチェーン化を認めていない国もある。

7	 そのほかにも、調剤報酬のレセプト（診療報酬
請求明細書）の請求行為も本部一括ではなく、
各店舗から行わなくてはいけないなどの規制が
ある。

8	 薬を宅配できれば便利であるが、安全性への配
慮から、現在の法制度では、薬剤師が対面で服
薬指導を行ったうえ、手渡しをする必要がある

（ただし、一定の要件を満たすことで、薬剤師以
外の者が配達することも認められている）。
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